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The development of the special needs education system occurred much 1ater in high schools than it did in 

the elementary and junior high schools. ]:;'urthermore、pastresearch has revealed the differences in teachers‘ 

views of developmental disabilities depend on the school type. 1n this study， questionnaires were distributed 

to 713 special needs education coordinalors at high schools nationwide. The questionnaires dealt with 

the necessity and degree of difficulty involved in providing reasol1able accommodation fo1' students ¥vith 

developmental disabilities. The results of a t-test conducted by dividing scho01s into p1'ivate and public 

categories showed a signif1cant dilTerence in the answe1's 1'e1ated to the use of professiona1s from outside the 

scho01 environmen仁thisil1c1uded consu1talIons every few 1110nths. Loca1 governments that manage private 

schoo1s need to provide further information. The resu1ts of ANOVA conducted by dividing the number of 

years of teaching experience into three types-(3) 10 years or under， (b) from 11 to 20 years、(c)21 years 

or over-indicated th3t there ¥:ve1'e signi白C311tdiJTer吟eηcesbetween the responses of (a) and (c) regarding 

the way of interacting with pδrents and utilizing lhe results of intelligence tests. It is thus important for 

teachers with di汀erentye3rs of teaching experience to he1p each other improve within schoo1s 

Keywords: high schoo1‘deve1opmenta1 disabilities司 re3sonab1eaccommodation， private school，the number of 

years of teaching experience 
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問題と目的

特別支援教育体fl11]整備状況は，小・中学校に比べ高

等学校(以下，高校)で遅れがみられる(文部科学省，

2017a)。また高校では学科(普通科，総合学科，専門学

科等)により教員の発達障害に対する考え方に棺違があ

ることが指摘されている。例えば日野・熊谷 (2014)は，

高校における発達障害のある(疑われる，以下省略)生

徒への合理的配慮に関し，配慮の必要性と配慮実施の難

易度を問う質問紙を全国713高校に送付・し回答を得た(回

答数346，回収率48.5%)。その結果， i学力重点校J Iの

特別支援教育コーディネーター(以下， Co)等は「総合

学科校J 5や「全日制その他校 J 6のそれに比べ，巡回

相談や特別支援学校を活用することに関して必要性:の意

識が低く，その実施も難しいと据えていることが示唆さ

れた。また，学力が高くても配慮の必要な生徒もいると

いう気づきが十分ではない可能性が指摘された。水j7¥J'

島田 (2016)は普通科と専門科の教員に質問紙調査を行

い(凹答数128校，回収率16.1%)，普通科の教員は専門

科の教員に比ベヲ認知特性に凸凹がある生徒の因り感に

気付きにくく発達障害のある生徒の存在を認識しても適

切な支援ができていないことを示した。

一方，私立学校においても特別支援教育体制の整備

に遅れが見られることが示唆されている(例えば浅田，

2008 ;浅田， 2009 ;文部科学省司 2017a;内野・田部・高

橋， 2008)。内野・田部・高橋 (2008) は，私立高校行

政に直接責任を負う47都道府県知事部局内の私学主管課

が，高校の特別支援教育に関わる問題をどのように把握

し，施策に反映しようとしているのか質問紙調査で明ら

かにした(回答数25，回収率53.2%)。それによれば，都

道府県の施策は， i所jl容庁として，私学に対する取組み

や計画等は現在のところないJ，i私立学校については各

学校の建学の結ー神に負うところが大きいため，県の指導

対象外となっているJという回答に代表される状況であっ

たと報告した。また半数あまりの私学主管課は，高校の

特別支援教育を進める上での私学の困難として i特別

公立学校に

おいては推進できても，私立学校においては各学校法人

の財政事情等もあり難しいと思われるJ，i私学の自主性

という観点から具体的な指導内容まで介入することは悶

難である i等の意見を挙げた。このように多くの私学主

管課では私立高校への特別支援教育の取組み推進はなさ

れておらず，少ないながら行われている取組みは，通知

や取組みの促しヲ実態把握?研修機会等の情報提供まで

でヲ特別支援教育に向けた具体的な取組み指導までには

至っていないのが現状であると指摘している(内野・田

部・高橋ヲ 2008)。したがって，私立高校における特別

とは異なり，行政施策の手ーから取り

こぼされている可能性が考えられる。

浅田 (2009)は私学における特別支援教育の全匡i調査

(回答数761;段，回収率38.9%) を行い，私立中学・高校

に在籍する軽度発達障害児とその支援体tfjlJの実態を明ら

かにした。それによれば，中学・高校とも回答校(中学

校234校，高等学校527校)の60%で「軽度発達障害の生

徒が在籍している・疑いのある生徒はいるj という回答

をしているがヲ校内委員会がある学校やCoを指名して

いる学校は両者共に 7%以下であった。具体的な支援体

制の存在についても中学12l!1)ヲ高校 8%しかなく，学校

組織としては軽度発達障害の生徒に対する取り組みが進

んでいないことを指摘した。またEEI部・高橋 (2010) は

全国の私立高校の管理職に悉皆調査を行い，私立高校の

教職員において

分ではなく，支援体制の整備以上に教職員の知識・理解

の向上が喫緊の課題であると指摘している。このように

私立高校は公立高校とは異なる状況にあると考えられる

ことからう私立・公立双方の教諭の特別支援教育に関す

る意識を明らかにする必要がある。

なお国立学校の特別支援教育体制整備状況については，

私立学校に比べれば整備されているものの，公立学校の

状況には及ばない(文部科学省， 2017a)。医l:s'z大学F付属

小学校の実態調査でも遅れが指摘されているが(高橋・

石)11・田部， 2010)，国立大学F付属高校の調査は全国で

21校しかないこともあってか，先行研究が見当たらなかっ

た。

\うF 力 I[(}，~J， t~j 土会l玉15.! ¥ :lf'~のぷ校(ード 1&2 ，\1jiι'n::，:J(~ノ}~間l'tiili 鈍i!日!による j からのような r紡さをねて必1じした( 11 ~!J' .行.20(1). T~'r'il ;jli:l(fり/1I :.q. 1円か
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ところで竹本・高橋 (20J 1) は，小・中・高校教師iに

対し質問紙調査を行い「教師の専門性」に関する意識を

明らかにした。それによると，校種に関わらず教師は『学

習指導』を「教師の専門性Jの核と考え，それに付随し

て小学校教師は『発達支援』を，中学校教(lDiは『生徒指

導』を?高校教師iは『教科指導』を最重視していた。し

たがって，高校教諭は小学校教諭に比べ子どもの発達支

援には関心が低い可能性が考えられる。

また竹本・高橋 (2011)は教師の専門性と教職経験年

数との関連についての検討も行っている。それによれば，

教職10年未満の教師は「子どもの立場にたって子どもを

理解するん「子どもがよくわかる教え方を工夫することJ，

「生徒指導」を重視し，教職20-30年のベテラン教師はi子

どもに知識を伝えるム「教科教育J，I教材研究・授業準

備」を重視していたことが明らかになった。このように

教諭経験年数の長短により意見の相違が見られたことか

ら，発達i障害のある生徒への合理的配慮に関しでも意識

差が見られる可能性がある。

そこで本研究では， 日野・熊谷 (2014)が実錯した合

理的配慮の具体例を合む質問紙調査のデータを用いて、

高校における発達障害のある生徒への配慮の必要性と配

慮実施の難易度に関してう公立と私立に在籍する教諭の

意識差を明らかにする。また全データを教諭経験年数で

3区分(10年以下， 11 年 ~20 年‘ 21 年以上)して?各々

の年代の配慮に関する意識差をi明らかにすることを目的

とする。

土品方

対象

対象校は全5.113校の高校(平成24年度学校基本調査

速報値による)のうち.713校であった c これらの選出

方法に関する日野・熊谷 (2014)の記述を再掲する i.，)、¥

内訳はA:r学力重点校Jが225校(国立 9‘公立141，
私立75)，B : r総合学科校Jが238校(国立に公立228，

私立 8)， C : r全日市IJその他校」が250校(公立177‘私

立73，国立は偶然JlIl出されなかった)であった。これ

らを設置者によって区分すると?国立11校，公立546'校‘

私立156校であった。

対象者はこれら713校においてヲ特別支援教育を担当

している Co，教育相談匂 もしくは生徒指導を担当して
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いる教諭で，各校 l名であった(合計713名)。

手続き

調査期間 2012年 8月一10月であった。

実施方法 質問紙「高等学校における発達障害のある

生徒への配慮に関する調査」を対象校の学校長に郵送し，

対象者へ配布後、無記名郵送方式で回収した。

質問項目 < 1 >は対象者に関する質問で，校内での

担当業務の種類‘教諭経験年数，特別支援教育の担当経

験の有無，障害のある生徒の担任経験の有無，担任した

生徒の障害の種類について回答を求めた。<ii >は在籍

校に関する質問で.生徒数，校内に特別支援教育に関わ

る免許状保持者および有資格者がいるかどうか，いる場

合にはそれらの免許状や資格の種類，スクールカウンセ

ラー(以下ヲ SC)がいるかどうかについて回答を求めた。

くJJl>は発達障害のある生徒への配慮に関する質問30

項目であった。これらは既存の配慮項目リストにある合

計331項目[(a) 独立行政法人国立特殊教育総合研究所

(2006)， (b)東京コーディネーター研究会 (2012)，(c) 

文部科学省 (2012)Jおよび (d) 発達障害のある中高

校生の子どもをもっ保護者3名への半構造化面接(日野ー

熊谷， 2017) により作成した質問32項目の合計363項目

の中から，高校教諭と特別支援学校教諭計 4名に答えに

くい項目を排除してもらい，精査し作成した(白野・熊谷?

2014)。そしてく iii-1 >発達障害のある生徒への配慮の

必要性とく出-2 >配慮実施の難易度の 2つの視点から 4

件法で回答を求めた。

< lV >は発達障害のある受験生に対する大学入試セン

ター試験における受験上の配l意に関する質問であったがヲ

結果は日野・熊谷 (2014) に記載した。<V >はくiii-2 > 

において配慮実施が「やや難しいJr難しい」と回答し

た項目についての自由記述であった。

分析方法 < iii -1 >は，各質問の回答を必要でないニ

l点‘やや必要でない二 2点，やや必要=3点，必要ニ

4点とし，くiii-2 >は容易=1点，やや容易=2点，やや

難しい 2点，難しい=4点とした。

公立.私立の差を比較するため， 30項目各々の配慮の

必要性得点と配慮実施の難易度得点についてf検定を行い，

等分散性が仮定されない場合には Welchの検定を行った。

また，教諭経験年数による差を比較するため?教員免許

更新が10年ごとであるのに倣い，①群:10年以下?②群:

7 本;D/，J伐のデ タJIY%I立 i!;i?t'i与をJ11'111と寸る::りIjの械がiu)jii，.:jsにi対寸るiLiH(J)，ト lí ，~ '!!f ri ~n )JIJ ~ì平 jj:j 法 )J の路行 (~()I (Ì il' I n) 1)liiiに行われたものである。
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11 20年，③群:21年以上(以下，①群一③群とする)

の3群に分けて一元配置分散分析を行い，等分散をt:が仮

定されない場合には恥/chの検定を行った。有意差ーがあっ

たものは Tukevによる多重比較を行い，等分散性が仮定

されない場合には Tamhaneによる多重比較を行った。

なお本研究では.質問項目が30項目と少なかったが因

子分析も試みた。その結果 3因子が抽出されはしたもの

の，障害科学域の専門家，社会心型宇:の研究者，特別支

援教育専攻の大学院生 7名で検討した結果，意味のある

まとまりとは言えないという結論に至った。

本研究では，高校の教諭に対し具体的な配慮の例を示

して意見を収集することを自的としていた。データ収集

を行った2012年8月は文部科学省 (2012)が合理的配癒

等環境整備検討ワーキンググループ報告をホームページ

に登録した2012年 2月から聞もない時期で，障害者差別

解消法の制定 (2013年G月)，施行 (2016年4月)の数

年前で、あった。そのため「合理的配膚」という言葉もそ

の具体例もまだ周知が始まったばかりであった。そうし

た時期であったがゆえに，質問項目ごとに意見を収集し

分析することに意義があると考えた。

倫理的甑慮 質問紙に，調査は回答した個人や学校が

特定されないよう統計的な分析に使用することを明記し

た。

結果

有効鴎答数と回収率

送付した713校のうち346校 (48.5%)から回答があり，

欠損値のない324校 (45.4%)を分析対象とした。内訳

は公立275校 (50.4%)，私立43校 (27.6%)で，国立は

6校 (54.5%) と僅少のため分析対象外とした。また教

諭経験年数の内訳は①群40名，②群80名，③群204名であっ

た。

回答者の属性について

公立・私立の図書者の担当業務割合 回答者が担当

していた業務は，公立ではCo102名 (37.1%入教育相

談66名 (24.0%)，Co .教育相談63名 (22.9%)，生徒指

導20名 (7.3%)，Co .教育相談・生徒指導13名 (4.7%)，

Co'生徒指導6名 (2.2%)，教育相談・生徒指導5

名(1.8%)であった。私立では教育相談14名 (32.6%)， 

Co12名 (27.9%)，Co .教育相談11名 (25.6%)，生徒指

導5名(11.6%)，教育相談・生徒指導 l名 (2.3%)であっ

た。回答者がCo，教育相談，生徒指導以外に兼任して

いる業務のうち，主だったものは保健音1¥21名，養護教諭

14名などであった。

公立・私立における教諭経験年数の割合 回答者の

教諭経験年数は，公立は①群32名 (11.6%)，②群72:tj

(26.2%)，③群171名 (62.2%)であった。私立はJI聞に 6

名(14.0%)，8名(18.6%)，29:tj (67.4%)であった。公立・
私立共に21年以 iこの教諭が6害IJを超えていた。

特別支援教育(特別支援学校，特別支援学級，通級指

導教室等)の担当経験

1. 公立，私立の状況については，公立は特別支援教

育を担当した経験があるのが42名 (15.3%)，ないのが

233名 (84.7%) であった。私立は)I[~ に 8 名 (18.6%) ， 35 

名 (81.4%)であった。双方とも特別支援教育の担当経

験があるのは 2割未満であった。

2.教諭経験年数による状況については，①群は特別

支援教育を担当した経験があるのが 7名 07.5%)，ない

のが33名 (82.5%)であった。②群は)@[に15名 (18.8%)，

65名 (81.3%)で，③群は29名 (14.2%)，175名 (85.8%)

であった。 3群とも特男!上支援教育の担当経験があるのは

2害IJ未満であった。

発達障害のある生徒の担任経験

1. 公立，私立の状況についてはう公立は発達障害

のある生徒の担任をした経験があるのが119名 (43.3%)，

ないのが125名 (45.5%)ヲ不明・無回答が31名 (11.3%)

であった。私立はJI慣に18名 (41.9%)，20名 (46.5%)，5 

名(11.6%)であった。双方とも担任経験のある教員が

4割以上いることがわかった。

続いて担任経験があると回答した人に，担任した生徒

の障害の種類について回答ーを求めた(按数回答可， n=

137)。公立はアスペルガー症候群が66件，高機能自閉症

が44f牛， .A.DI-IDが45件， LDが43件，その他 6I牛 (PDD，

自閉症，ダウン症，高次1]単機能障害，脳性麻f弘解商t~性

障害が各 1)であった。私立はアスペルガー症候群が12件，

LDが7件， ADHDが5件，高機能自閉症が 4件，その

他が 2件(八DD，知的障害が各 1)であった。双方と

もいろいろな障害の生徒に対応していた。

2.教諭経験年数による状況については，①群は発達

障害のある(疑われる)生徒の担任をした経験があるの

が18名 (45.0%)，ないのが20名 (50.0%)，不明・無回

答が2名 (5.0%)であった。②併はJI聞に29名 (36.3%)，

35名 (43.8%)，16名 (20.0%)で，③群は92名 (45.1%)，

94名 (46.1%)，18名 (8.8%)であった。どの年齢帯の教
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諭も 4割前後が発達障害のある生徒の担任をした経験が

あった。

続いて担任経験があると回答した人に，担任した生

徒の障害の種類についてjI:i]答を求めた(複数回答可，n 

=139)。①群はアスペルガー症候群がJJ件， LDが9件.

ADHDが 7件，高機能自閉症が 3件，その他が l件(ダ

ウン症)であった。②群はアスペルガー症候群が17件?

ADHDがJ2件， LDが11件，高機能自閉症が 8件，その

他が i件 (PDD) であった。③群はアスペルガー症候

群が50件，高機能白閉症が38件， ADHDが3J Vi三LDが

その他が 6件 (ADD，自閉症ヲ知的障害ヲ高次

脳機能障害，脳性麻痩， i~~~離性障害が各 J) であった。

どの年齢帯の教諭もいろいろな障害の生徒に対応してい

在籍校について

生徒数の状況 公立は 11.00J人 Jがお校 (9.5%)，

1801-1，000人Jが68校 (24.7%)，1601-800人」が62校

(22.5%)， 1401-600人Jが:39校 (21.5%)，1201-400人J

が38校(13.8%λ1-200人Jが22校 (8‘0%)であった。

私立は 11，001人一 j がJJ校 (25.6%)守 1801 1.000人j

が15t交 (34.9%)， 1601-800人Jが9 キ交 (20.9%)， 1401 

-600人」が 2校 (4.7%)，1201-400人」が 3校 (7.0%)，

1-200人」が 3校 (7.0%)であった。

特別支援教育に関わる免許状保持者(特別支援学校教

諭免許状，盲学校教諭免許状，盤学校教諭免許状，養護

学校教諭免許状等)がいる割合

1. 公立，私立の状況については?公立では免許状保

持者が「いるj のは56件 (20.4%)，1いなしリが106件

(38.5%)， 1不明・無回答JがJJ 3件 (41.1%)であった。

私立ではI1慣に 9件 (20.9%に24件 (55.8%)，10件 (23.3%)

であった。双方とも約2害IJの対象者の在籍高校に特別支

援教育に関わる免許状を持つ教諭がいたO

2.教諭経験年数による状況については，①群の在籍

高校では特別支援教育に関わる免許状保持者が「いるJ

のは 7件(17.5%に「し、ないJが15{!:Jニ (37.5%)‘「不IV3. 

無回答」が18件 (45.0%)であった。②群では)11貢に17件

(21.3%)，22件 (27.5%)，41件 (51.3%)で，③群では42

何二 (20.6%)，97何ニ (47.5%に 65円二 (31.9%)であった。

特別支援教育に関わる資格保持者(臨床心理士，学校

心理士，臨床発達心理士，特別支援教育士等)がいる割

ぷ~
ロ

1.公立，私立の状況については.公立では資格保持

者が「いる」のは15件 (5.5%).iいない」が150件 (54.5%)，

l'不明・無回答Jが110件 (40.0%)であった。私立では

)1債に 4{!:Jニ (9.:3%に29件 (67.4%)， 10件 (23.3%)であった。

双方とも資格保持者は!割に満たなかった。

保持している資格の内訳(複数回答可)は，公立では

学校心理士 9{牛，臨床心理士 5件，臨床発達心理士，特

別支援教育士，教育カウンセラー，ガイダンスカウンセ

ラー，心理検護士が各 l件であった。私立では学校心理

土2I牛，臨床心理士，教育カウンセラーが各 i件であった。

2 教諭経験年数による状況については，①群の在籍

高校では特別支援教育に関わる資格保持者が「いる」の

は i件 (2.5%)，1いないjが20件 (50.0%)，r不明・無回答J

がJ9件 (47.5%)であった。②群ではI1置に 3件 (3.8%)，

4 J件 (51.3%)，36件 (45.0%)で?③群では15件 (7.4%)， 

122件 (59.8%)，67件 (32.8%)であった。資格保持者が

いるのはいずれの群も l割に満たなかった。

scの配置の割合
1. 公立，私立の状況については.公立ではscが「い
るJのは194校 (70.5%)，rいない・不明」が81校 (29.5%)
で，私立は)11夏に29校 (67.4%)ラ 14校 (32.6%)であった。

3割前後の学校にはまだscが配置されていないことが
明らかとなった。

2. 教諭経験年数による状況については，①群の在籍

高校ではscが「いるJのはお校 (65.0%)，1いない・不明」
がJ4校(35.0%)で，②群は/1国に61校(48.8%)，64校(51.2%)，

③群は140校 (68.6%)，64校 (31.4%)であった。

配慮の必要性について

質問30項目全体の平均値 (SD) はM=3.5(0.3) 点ヲ

得点の範1mは2.5-4.0点であった。各項目についての回

答数 (η)，全回答校の平均値 (SD)はTable1に示す。

全回答校の結果のうち，必要性得点が高かった上位3

項目は質問 11障害のある子どもの保護者から申し出が

あった場合ヲ入学前に面談を行い，本人の特性・保護者

の要望などを知る機会を設けるJM=3.9 (0.3)，質問 41本

人の特性や配慮が必要な事項・対応法についての情報を，

担任だけでなく，非常勤講師，部活顧問なども含めた学

校全体で共有するJ1¥1=3.9 (0.4)，質問 3 1保護者への

対応は保護者自身に発達障害傾向が見受けられる場合も

考慮し，適切な配慮をするJMニ3.8(0.5)であった。こ

れらは「必要ーやや必要Jの範囲にあった。

必要性得点、が低かった下位3項目は?質問221ノー

トを取ることの代替法として，パソコン，デジカメ等
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の使用を認めるJM=2.5 (U))，質問30i書くことの苦

手な生徒には口頭試問による評価を行うJM=2.6 (1.0)， 

質問28 i課題や宿題の量を生徒に合わせて少なくするj

lvf=2.7 (0.9)であった。これらは「やや必要でないーや

や必要Jの範囲にあった。

7， 8で，いずれも公立の方が私立に比べ高かった。す

なわちそれら 3J夏目に関しては，公立のTiが私立に比べ

配騒が必要であると捉えていた。

公立と私立の比較 公立，私立の平均値 (SD) を

Table 1に示す。有意差があったのは高得点)1債に質問 2，

質問 2 i障害のある子どもの保護者との相談は，必要

とされるi限員が健数で分担し，大事な市談には管理職も

同席するようにするJは5%水準で有意差があった[r(56) 

=2.14， pく.05)。しかし公立・私立ともに平均値が「やや

Table 1 発達障害のある生徒を支援する場合の配慮の必要性に関する回答
ー公立と私立の比較ー

くm-l>
質問紙の項目寄与3と内容

4) 

し、教員が活

3) 
し、 1堕切iJ:自己的、 γ。
9)指導の難しさを感じた場合{こ、{呆1費者にも文畏方?ょについて;意見rrr1f1く
16)クールダウンのための場所会確保する

12) fl ff，・から学級の各々の生徒の長所や個性を活かす視点を示す

25)グループを編成すーる際には、メンバーに留意する

13)他のさ住f友達ーにその生徒の特性について理解してもらえるように:r夫して伝

6) 

必要とされる職員が惚数で分組

うにする

11 )本人が話しやすい友人を少なくとも l名は同じクラスにする
19)生徒が話そうとしていることをi歯切なことばで表現したり、治ったり寸る

17)予定の急な変更は、口頭連絡だけでなく、決められた場所に掲示するよう
'にする

26)グループ活動の|湾、役割分担や順番について助言を与える

18)誌の見通しを持たせるために、了ヅ〕言語の要点をあげる

15) !，~i郊のそばの座席にしたり，子寄ら精[いた生徒の聞にするなど座席の{立法を

23) 

14) 

ントが耳目解できている刀おどうカイ回目11に閉し、たり、古一

24)段科系均成、家庭科実習などは補助教員や支媛員などを配置する

10)本人と将位の良い先生を犯fF:にする

29)配慮が必裂なごと徒にi立jしては、課題のもFE，LUWII浪の延長などj柔軟な対応をす
る

20) くするためにプリントの文字滋(コチック{みなど)や体裁

ctr'，から右に番くなど)を決めて‘おく
27)活動内容や課題を難易度見11にHl意し、生徒が選択できるようにする

7)巡回相談のシステムを利用し、生徒の実態把握を深める

28)課題や街題の盤を生徒に合わせて少なくする

8)特別支援学校とi惑絡を取り合い、助言などを受ける

30)者くことの:苦手な生徒には口頭試問による評価をrrう
22)ノートを取ることの代饗位、として、パソコン、デジカメ等のi吏月!を認める

j主)等分散性が仮定されな、い場合にi;l:We/chの検定を行った。

公公立，私私立と表記する。

323 

324 

322 

323 吋

321 

321 

323 

324 

3、:2、3、

321 

324 

322 

324 

324 

324 

3、2、3、

今JベムJ ベ

コ♂、ム，、J、3 

戸3、ぺ~-)戸、

吋3戸L、コ、

3、、3、

321 

324 

324 

318 

324 

321 

323 

323 

質問紙の項目は、私立において配慮:の必要性が高し、と回答された1I慣に記述した用

3.9(0.4 ) 3.9(0.4) 3.8(0.4) 11..1' 

3.7(0.5) ].7(0.5 ) 3.8(0.4) 11..1' 

38(05) 3.8(0.4) 3.7(0.6) /1..1' 

3.7(0.5) 3.7(0.5) 3.7(0.6) II.S 

3.6(06) 3.6(0.6) 3.6(0.7) IJ.S 

3.6(0.6) 3.6(06) 3.6(0.6) II.S 

3.5(06) 35(06) 3.6(0.6) Il.，¥' 

3.5(0.6) 35(06) ].6(0.5) I1.S 

3.5(0.7) 35(0.7) 3.5(0.7) /l.S 

].7(06) 3.7(0.5) 3.5(0.6) pくもう公〉払
/(56)=2.14 

3.6(06) 3.6(0.6) 3.5(0.6) J/.S 

3.5(0.6) 3.5(0.6) 3.5(0.6) J/.S 

3.6(0.7) 3.6(0.6) 3.4(0.8) II.S 

3.4(0.7) 3.4(0.7) 3.4(0.7) II.S 

3.6(0.6) 3.6(0.6) 3.4(0.6) II.S 

3.4(0.7) 3.4(0.7) 3.3(0.8) 11五

3.4(0.7) 3.4(0.7) 3.3(0.7) Il.S 

3.4(0.7) 3.4(07) 3.2(0.8) Il.S 

3.1(0.9) 3.1(0.9) 3.0( 1.0) I1.S 

3.1(0.7) 3.1(0.7) 3.0(0.9) n.s 

3.0(0.9) 3.0(0.9) 3.0(0宇9) I1.S 

3.3(0.7) 3.4(0.7) 3.0(0.8) Il.S 

3.1(0.8) 3.2(0.8) ユ9(0.8) I1.S 

2.9(09) 2.9(0.9) 2.9(0.8) II.，¥' 

3.2(0.9) 3.3(0.8) 2.7( 1.0) pく 01ノ~~>.私
/(50)=3.37 

2.7(0.9) 2.7(0.9) 2.7( 1.0) n.S 

3.3(0.9) 3.4(0.8) 2.6(1.1) Pく 01/，¥.一、>〆τμ、

t (50)=4.85 

2.6( 1 .0) 2.6( 1 0) 2.6( 1.1) I1.S 

2.5( 1 .0) 2.5( 1 0) 2.2( 1.0) n.s 
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必要一必要」の間にあり.双方とも必要性を認識してい

る中での差であった。

質問 71巡回相談のシステムを利用し?生徒の実態

把擦を深めるJ[1 (50) =3.:37， pく.01] と質問 8l'特別支

と連絡を取り合いう助言などを受けるJ[1 (50) 

;=4.85， pく.01]は 1%水準で有意差があった。これら 2

項目は公立の平均値が両項目とも「やや必要J以上だっ

たのに比べ，私立の平均値は「やや必要でない やや必

要」の範間にあった。

41 

教諭経験年数による比較 教諭経験年数①一③群の平

均随 (SD)はTable2に示す。有意差があったのは高得

点liI震に質問に )0であった。

質問 3 1保護者への対応は保護者自身に発達障害傾向

が見受けられる場合も考慮し，適切な配慮をする」は 5%

水準で有意差があった [F(2，91) =3.14， p<.05]。しか

し多重比較の結果‘有意差は見られなかった。

質問10i本人と相性のよい先生を担任にするJは5%

水準で有意差があった [F(2，322) ニ3.83，p<.05]。多重

Table 2 発達障害のある生徒を支援する場合の配患の必要性に関する回答
ー教諭経験年数による比較

3.9(03) 3.9(0.3) 3.9(0.2) 3.9(0.3) I1.S 

322 3.8(0.5) 3.8(0.4) 3.7(0.6) 3.8(0.4)ρく 05

F(2，91)=3.14 

た媛・対応法なとの情報を喜子情し、教員が活 324 3.7(0.5) 3.8(0.4) 3.8(0.4) 3.7(0.6) Il.S 

I1.S 

321 3.7(0.6) 3.6(0.5) 3.6(0.6) 3フ(0.6)

9) f区E専の磯しさを感じたえ岳会(二、(計起き;こし支援方法iこっ:、く意見を聞く 323 37(05) 3.5(06) 37(05) 3.7(0.5) 

12)日常から学級の各々の生徒の長所や日記門会活かす視点を示す 321 36(0.6) 37(06) 36(05) 36(0.6) 

16)クールダウンのための場所を健保する 321 3.6(0.6) 3.7(0.6) 36(0.6) 3.6(0.6) 

11)本人が認しゃ十L、!と人を少なくとら i名i工I:¥')じYラスにする 324 36(0.6) 3.6(0.5) 3.6(0.5) 3.6(0.6) 

13) 他の生徒 iさにその生徒♂)~fl主につ L 、て.!?Jl併してもらえるように工夫して 324 3.5(0.6) 3.5(0.6) 3.4(0.7) 3.6(0.6) 
f 伝える

25)グループを編成ずる際;こ[土、メンハーJこ留意る 323 3 5(06) 3 5(06) 3 5(0 5) 3.6(0.6) 

17) ~・定の急な変更{士、 lコゴif{連絡凸 7 出・く、決められた場所;こm示するよ 324 3.6(0.7) 3フ(0.5) 3.6(0.6) 3.5(0.7) 
フ

6) f子園[1JU.¥t祭、常わ資、知能不?廷のいずれ刀、を 323 3.5(0.7) 3.6(0.6) 3.5(0.6) 3.5(0.7) 

18)誌の兄必しを待たせるためJ二、 子めおの要点在了あげる 324 36(06) 36(05) 36(0汚) 3.5(0.6) 

19)さ徒がおそうとしていることを適U山ことばですを現したり、 liliったりす 322 3.5(0.6) 3.6(0.5) 3.5(0.6) 3.4(0.7) 。
14)本人の集中を妨げるものに配慮ずる(窓や燥のn再開王子、?辛子や机の仰の 323 3.4(0.7) 3.4(0.7) 34(07) 3.4(0.7) 

)

)

)
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26) 

20) 

23) 
首百世1ι とゼ Jこりしに D\E~芯 '1 ""，) 

8)特別支援さ宇1立と連絡をn'x.~)合い、即Jぎなどを受ける

10)本人と初刊のiミい先生を担任にする

7)巡回相談の γステムを利用し、むの実態把娠を深める

21 )授業中の{支持の形式(;1正治〉らおにお;くなと)を?3そめておく

24)理科実験、家庭科実習なとはMi助教員や支援員などを配置する

29) 配l富山婆 IJ~ 1づい 1\11 しご i土、 åMl思の削J(ìliiJ~叫恥ど柔軟な対応を

3.2(0.8) I1.S 

3.2(0.7) pく 05
付③>①

F(2，322)=3.83 

3.1 (0.9) I1.S 

3.1(0ρ) 日5

3.1(0.9) n.s 

3.0(0.9) 円 S

321 33(09) 34(10) 

323 3 1 (0.7) 2.8(0白8)

33(0.8) 

3.1(0.7) 
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3.4(0.8) 

3.1(0.8) 

3‘0(0.8) 

3.0(0.9) 

27)活動内容や根組を難易度別lニパl:lまし、生徒が選択できるようにする 324 2.9(0守) 3 2(07) 2.9(0.9) 29(09) 

28)燦腿や街閣の絃を生徒に合わせて少九、く寸る 324 27(0.9) 25(0.9) 27(09) 2.7(09) 

30)襟くことの苦手な生徒に口頭試Ililによるi怖を行う 323 2.6(1.0) 2.6(0.9) 2.6(0守) 2.6(1.0) 

22)ノートを取ることの代間として パソコン デジカメ等rの使用をか切 323 2.5(10) 2.4(10) 2.5(0.9) 2.5(1.0) 

注)等分ii女性が仮定dhなし、場合に[:J:IVe!ch(1)¥安定を行った 3
質問~jÍ;の r夏目は、③i汀において配慮、の必要性が高いと回答された順に記述した。

I1.S 

!1.S 

Il.S 

I1.S 

I1.S 

11..1' 

I1.S 

I1.S 

I7.S、

I1.S 

I1.S. 

II.S 

I1.S 

Il.S 

n.S 

I1.S 

I1.S 

I1.S 

n‘5‘ 

I1.S 
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比較の結果， ③群の方が①群に比べ 高かった (ρ<.05)。

すなわち③群の方が①群より本人と相性の良い担任を配

置する ことが必要だと捉えていた。

配 慮実施の難易度について

質問30項 目全体の平均値 (SD)は iI1=2.2(0.5) 点，

得点の範閤は1.0-3.5点であった。各項目についての全

回答数 (n) と平均値 (SD)はTable3に示す。

全回答校の結果の うち，配慮実施の難易fJr得点が高かっ

た上位 3項目は質問30r書くこ との苦三Fな生徒には口頭

試問による評価を行う JM=3.2 (0.9)，質問24r理 科 実
験 .家庭科実習などは補助教員や支援員などを配置するJ

iI1=3.1 (0.9)，質問22rノート を取ることの代替法 と して，

Table 3 発達障害のある生徒を支援する場合の配蟻実施の難易に関する回答
ー公立と私立の比較山

くul-2>
質問紙の項目番号と内容

日間
一立

知
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売
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J

h

t
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一ー
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迩
一
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山
市
大

一

一

応
一

け

「
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E
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F
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ム

ザ回一」

h
J
S

、、r
2

1

 

砕いん
ι平

被
川
山

答

は
組

問
，，a
 

t ;険定の
ー~l <=0見: 比較の
t-J，ピ Z二 土土叩

(1値) 叩河、

22)ノー トを取ることの代替法として、パソコン、デン力メ等の使用を認める 318 3.0(0.9) 3.0(0.9) 

30)蕃く ことの若手な生徒には口頭試問による詳悩を行う

24)環科笑験、 家庭科実習なとは繍幼教員や支援員などを配置する

7)巡回相談のシステムを利用し、生徒の実態tE援を深める

8)特別支援さす二校と連絡を取り合い、助言などを受ける

318 3.2(0.9) 

318 31(09) 

311 2.5(0.9) 

317 2.2(1.0) 

28)課題や宿題の量を生徒に合わせて少なくする 320 2.9(09) 

14)本人の集中を妨げるものに配慮する (窓や震の開閉昔、精子や机の約!の 318 2.7(0.8) 
J 音、空瀦設備の昔、照明の明るさやちらつき、黒板や教室内の余分なも
の等)

27)活動内容や鋭、題を難易度目IJに用意し、生徒が選択できるようにする 319 2.7(0.8) 

5)隊答特性ごとに校内で行った支援・対応怯などの情報を寄稿し、教員刀、活 320 2.5(0.8) 
，用できるよう にする

10)本人と相性の良い先生を担任にする 319 2.6(0.9) 

29)配慮が必姿な生徒に関しては、繰越の縫tt¥期限の延長など柔軟なけ応を 319 24( 1 0) 
'する

6)本人の実態把握のために、行動観察、学力被査、知能検査のいずれかを 319 2.3(0.9) 
/参考にす。

13)他の生徒連にその生徒の特性について理解してもらえるように工夫して 319 2.7(0.9) 
ノ伝える

3)保護者への対応l-;r、保護者自身に発j玄障害傾向が見受けられる場合も考 318 2.3(0.9) 
慮、し、適切な配慮をする

23)話の内容や重要なポイン卜が理解できているかどうか個別に!買い、たり 、 317 2.4(0.8) 
言語化させたりして被認する

20)さ宇主主与すすくするためにプリントの文字種 (コチヅク体なと)や体 319 2.2(0.9) 

32(09) 

3.1(0.9) 

2.4(0.9) 

2.0(0.9) 

2.9(0.9) 
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2.5(0.8) 

26(09) 
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2.7(0.9) 円 5

2.6(0.8) 11.1 

2.5(1.0) 11.1' 

25(1.0) /1..1' 

2.5( 1 0) n.s 

2.5(0.9) 月 S

2.4( 1.1) 11..1 

2.4(0.9) n.s 

2.4(0.9) IU  

21 )佼主義中の依奮の形式(左から右に議く など)を決めておく 319 2.3(0.9) 2.3(0.9) 2.3(0.9) 17..1 

12)日常から古学級の各守の生徒の長所や個性を活かす視点を示す 314 2.3(0 8) 2.3(0.8) 2.2(0.8) IU  

17) '!定の季、な変吏l正、口頭述絡だけでなく、決められた場所にぬ示するよ 318 2.0(0.8) 2.0(0.8) 2.1(1.0) 川

うにす。

4)本人の特性や配慮が必要な事項・対応法についての情報を、担任だけで 318 2.0(0.8) 2.0(0.8) 2.1(0.8) 11..1' 

なく、非?言動議自ili、部活躍詰問なども含めた学校全体で共有すーる

18)話の見通しを持たせるために、守め話の要点をあげる 319 2.0(0.8) 1.9(0.7) 2.1(0.8) IU  

16)クールダウンのための場所を縫保する 321 2.0( 1.0) 2.0( 1.0) 2.0( 1.1) 11..1' 

15)教師のそばの座席にしたり ，落ち者いた生徒の聞にするなど座席の位低 320 2.0(0.8) 工1(0.8) 2.0(0.9) 11..1' 

を工夫する

五ぷロ23.紅白見学Zdb;れる職員川数で分fl1 317 1.7州 1.7(08) 2.0(0.9) P < .05 私>公

11)本人が話しやすい友人を少なくともl名は同じクラスにする 319 2.0(0.8) 

19)生徒が話そうとしていることを適切なことばで表現したり、協ったりする 319 2.0(0.8) 

26)グループ活動の際、役割分担や順番についてiめきを与える 316 卜9(0.7)

25)グループを編成する際には、メ/パーに留意する 319 2.1(08) 

1)陣容のある子どもの保護者から申し出があった場合、入学前に商談を行 317 1.5(08) 
い、本人の特性・{采3望者の要望などを ~il る機会を設ける
9)指導の難しさを感じた場合に、保税者{こも文俊方法について意見を聞く 319 1.9(0.9) 

住J等分散性が仮定されない場合にはWelchの検定を行った。
公 .公立，私 ，平J..，立と表記する。

質問紙の項 目は、私立において配慮、実胞が難しいと回答された順に記述した。

2.0(0.8) 

2.0(0.8) 

1.9(0.7) 

2.1(0.8) 

1.5(0 7) 

2.0(0.9) 

1(310)=2.10 

2.0(0.8) n.s 

2.0(0.8) 11..1' 

2.0(0.8) 円..1'

2.0(0.6) 円J

1.8( 1.1) n.s 

1.8(0.9) 11..1 
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パソコン，デジカメ等の使用を認めるJM=:3.0 (0.9)であっ

た。これらは「難しいーやや難ししリの範聞にあった。

難易度得点が低かった下位 4項目(同点を合む)は‘

質・問 1 1障害のある子どもの保護者から申し出があった

場合，入学前にi1ii談を行い，本人の特性・保護者の要望

などを知る機会を設けるJM= l.5 (0.8)，質問 2 1障害

のある子どもの保護者との相談は司必要とされる職員が

複数で分担し，大事な面談には管理職も同席するように

するJM=I.7 (0.8)，質問 9 1指導の難しさを感じた場

合に，保護者にも支援方法について意見を聞く JM=I.9 

(0.9) ，質問261クソレープ活動の|民役割分担や)I[夏番に

ついて助言を与えるJM=I.9 (0.7) であった。これらは

「容易ーやや容易j の範囲にあった。

公立と私立の比較 公立ぅ私立の平均値 (.5D) を

Table 3に示す。有意差があったのはう私立において難

しいと回答された)1慎に質問22‘7，8‘2で?いずれも

私立の方が公立に比べ高かった。すなわちそれら 4項目

では私立の方が公立に比べ配慮実施が難しいと捉えてい

質問221ノートを取ることの代替法として，パソコンラ

デジカメ等の使用を認めるj は5%水準で、有意差があっ

た [t(312) =l.99， pく.05)。しかしどちらも「やや難しいJ

以上の値を示し‘双方が実施の難しさを感じている中で

の差であった。

質問 71巡回相談のシステムを利用し，生徒の実態把

握を深めるJ(r (305) =5.15ぅPく01J と質問 8I特別支

援学校と連絡を取り合い‘助言などを受けるJ[t (311) 

= 7.28ぅPく01]は 1%水準で有意差があった。これら 2

項目は私立が「やや難ししリ以上であったが，公立は fや

や容易ーやや難しいJの範囲であった。

質問i2 1障害のある子どもの保護者との相談はち必要

とされる職員が複数で分担し?大事な面談には管理職も

同席するようにする」は 5%水準で、有意差があった [t(:310)

=2.10， pく.05J。しかしどちらも「容易ーやや容易Jの間

の値であり，双方が実施を容易と感じている I~J での差で

あった。

教諭経験年数による比較 教諭経験年数①③群の平

均値 (SD) はTable4 (，こ示す。有意差があったのは，③

群で難しいと回答された111真に質問 7‘20，3， 6， 9であっ

た。

質問 7 1巡回相談のシステムを利用し‘生徒の実態把

握を深める」は 1%水準で有意差があった [F(2，310) 

=5.00， p<.O 1 J。多重比較の結果?①群は②群ーより高く

(p<.OI )，③群も②群より高かったいく.05)。これらのう

ち①群の平均値が最も高く，実施の難しさを感じている

ことがわかった。

質問201文章を読みやすくするためにプリントの文字

種(ゴチック体など)や体裁に配慮する」は 1%水準で

有意差があった[F(2，1 04) =6.08， p<.O 1 J。多重比較の結果，

③群は①群に比べ高く (p<.05)，文字種や体裁への配慮

に新t しさを!~\じていた。

質問 3 1保護者への対応は保護者自身に発達障害傾向

が見受けられる場合も考慮し.適切な配慮をする」は 1%

水準で有意差があった [F(2，317) =4.91， pく.01J。多重

比較の結果ヲ①群は③群より高く (pく.05)ヲ保護者への

配慮について難しさを感じていた。

質問 6 l'本人の実態把握のために，行動観察，学カ検

査?知能検査のいずれかを参考にする」は 5%水準で、有

意差があった [F(2，318) =4.50， p<.05J。多重比較の結果，

①群は③群より高く (pく.05)，行動観察や検査結果の活

用に関して実施の難しさを感じていた。

質問 9Ij'旨導の難しさを感じた場合に，保護者にも支

援方法について意見を聞く」は 5%水準で有意差があっ

た [F(2，319) =3.65， p<.05J。多重比較の結果，①群は

③群より高く (p<.05)，保護者に意見を聞くことについ

て難しさを感じていた。

配慮実施が「難しいJiやや難しいj と回答した人の自

由記述

自由記述に回答した)dま324名中265名であった。内訳

は設置者別では?国立6名，公立224名?私立35名であり?

教諭経験年数別では①群:34名，②群70名?③群160名であっ

た。意見の具体例としては次のようなものがあった。

教員が多忙で人員不足である現状について 「普通高

校の場合，特別支援学校と違い発達障害の生徒に対応す

る教員数の配置がなされていない。よって，年々多忙化

する教育現場において個別指導に充てる時間が制限され

るので，十分な対応が難しい(公立・③群)J， 1人員削

減が大きく，教諭 l人が非常勤 2人になったり講師が 7

人 (30人中)を占めていたりとヲ配慮するための余力が

ないことが一番の問題(公立・③群)J など切実な状況

が述べられた。

特別支援教育に対する教員の理解不足について 「教

員間の特別支援教育に対する理解の差が障害になってい

る気がする。甘やかしと考えている教員も多い(私立・
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①群)J， rもう少し職員の基本的対処能力が平均的に上

がれば，当該生徒が理不尽に誤解を受けたり，間違った

指導をされて深く傷つくというケースを少なくできると

感じる(公立・③群)Jなどの意見があった。また 「旧

態依然とした一斉授業形式(教師 1:生徒30)が多い中で，

効果的な教授法と 事例などを紹介しても，それをすぐに

変え ること は難しい(公立・ ②禅)J， i高校では教科指

導に専門性があるため‘従来のやり方を変えない(変え

きれない?)教員が多く，苦労している(公立 ・③群)J

等， Coが苦労している様子が窺われた。

Table 4 発達障害のある生教徒諭を経支験援年す数る場合の配j議実施の難易に関する回答
による比H泣伊

配慮実施の難易

全回答校(j)IO年以下 @IIへ20年 ③21'f'..rJ_I二分散分析の 多重
質問紙の項目番号と内容 有志・lt 比較

<ui-2> II 平均 (SO) 平均 (SO) 手均 (SO) 平均 (SO) (FjD!O ぴ)，ドrロ七フ叩れ:
30)響くこ との苦手な生徒には口頭領;問によ る評価を行う 318 3.2{0.9) 3 2{ 1 0) 3.3{0.9) 3.2(0.9) n.s 
24)沼津|実験、家庭科実習などは補助教員や支医員などを配置する 318 3.1(0.9) 3 O( 1 0) 3.2(0.9) 3.1(0.9) n.S 
22)ノートを取ることの代啓法として、 パソコン、デジカメ等の使用 318 3.0(0.9) 3.0( 1.0) 3.0(0.9) 3.1(0.9) /l.S 

を認める
28)線題や宿題のf置を生徒に合わせて少なく する 320 2.9(0.9) 3.0( 1.0) 2.9(0.9) 2.9(0.9) /l.S 

13)他の生徒迭にその生徒の特性について理解しても らえる よう に工 319 2.7(0.9) 2.8(0.9) 2.8( 1.0) 2.7(0.9) II.S 
夫して伝える

14) 本人の集中を妨げるものに配縦、する(窓や震の~mu日昔、 持f千やffL 318 2.7(0.8) 2.7(0.9) 2.7(0.8) 2.7(0.8) n.s 
の腕lの音、空調設備の音、照明の明るさやららつき、 ffi阪や教室・
内の余容分なものさ卒)

27)活動内 や霊長足査を緩易度目IJに用意し、生徒が選択できるようにする 319 2.7{0.S) 25(08) 2 8(0.8) 2.7(0.8) II.S 

10)本人と相性の良い先生を指任にする 319 2.6(0.9) 2.7( 1.0) 2.6(0.8) 2.6(0.9) n.s 
7)巡回相談のシステムをfl!fllし、生徒の実態把握を深める 311 2.5(0.9} 2.7(0.9) 2.2(0.9} 2.5(0.9) Pく 01①>②  ② 

ρ< .05爪(3)> 

F(2，310)=5.00 
5)隣答特性ごとに校内で行った支医対応:法などの情報を蓄積し、教 320 2.5(0.8) 2.6(0.8) 2.5(08) 2.4(0.9) n.S 
授~が活用でさるようにする

2り 芸能(1"の板議の形式(左元、ら右に事えなど)を決めておく 319 2.3(0.9) 2.0(0.9) 2.4( 1.0) 2.4(0.9) I1.S 

23)誌の内容やE監禁なポイントが理解できている刀、どう 刀、個別にfm:..、 317 
たり、言語化させたりして殺認する

2.4(0.8) 3.3(0.8) 2.3(0.9) 2.4(0.8) II.S 

29)配応、が必婆な生徒にf1.jしては、線磁の提出)哲H去の延長など穿;秒、な 319 2.4( 1.0) 2.6( 1.0) 2.6( 1.0) 2.3(0.9) II.S 
対応、をする

20)文殺を読みや寸 くするためにプリ ントの文字磁(コチン ク体な 319 2.2(0.9) 1.9(0.7) 2.1(0.9) 2.3(0.9) P <.01 
ど)や体裁に配f省、する ③>①  

F(2，104)=608 
12)日常から学級の各々の生徒の長所や個性を活かす視点を示す 314 23{0.8) 2.2(0.7) 2.3(07) 23(0.8) I7.S 

3)保3集者ーへの対応、i江、保護者自身に発達陣容傾向が見受けられる場 318 2.3(0.9) 2.7(0.8) 2.4(0.8) 2.2{1.0) ρ<.01 
合も考慮し、 適切な配慮をする ①>③  

F(2，317)=4.91 
6)本人の実態iE爆のために、 1Hv)銀紫、学力険査、気l能J検証のいず
れかを参考にする

319 23(09) 2.6(0.7) 2.3(0.9) 2.2(0.9) p < .05 
①>③ 

F(2，318)=4.50 
8)特月Ij支援さ1-校と連絡を取り合い、月)J言なとを受ける 317 2 2( 1.0) 2.3(0.9) 2.0{0.9) 2.1(1.0) n.s 
16)タールダウンのための場所を確保する 321 2.0( 1.0) 2.0( 1.0) 2.0{0.9) 2.1(1.0) /1.S 

25)グループを編成する!娠には、メンバーに留意す一る 319 2.1(0.8) 2.1 (0.8) 2.2(0.8) 2.1(0.8) I1.S 

19)生徒が話そうとしていることを適切なことばで表現したり、 titiつ 319 20(0.8) 2.0(07) 2.0(07) 2.1(0.8) 月 5
たりする

4)本人の特性や配慮が必要な事項 ヌ'trttE，についての情報を、担任 318 
だけでなく 、非常勤務師、部活目散防!なども含めたきょ佼全体で共有

2.0(0.8) 2.1(0.8) 2.1 (08) 2.0(0.9) I1'S 

1 8) 話の見通しを持たせるために、守二め話の~点を あげる 319 2.0(0.8) 2.0(0.7) 1.8(07) 2.0(0.8) I1.S 

1 5) 教師のそばの座席にしたり，子寄ら ~fいた生徒の問にするなどtîull; 320 2.0(0.8) 2.0(0.7) 2.1(08) 2.0(0.8) n.s 
の位置を工夫する

17)予定の急な変更は、口頭連絡だけでなく ij.とめられた場所に掲示 318 
するようにする

2.0(0.8) 1.9(0.8) 1.9(08) 2.0(0.8) 11 .. ¥' 

26)グループ活動の際、役割分担や11随一括:について助言?を与える 316 1.9(0.7) 2.0(0.7) 1.9(0.7) 2.0(0.7) I7.S 

9)指導の難しさを感じた場合に、保税者ーにも支媛方法について:EI一見 319 1.9(0.9) 2.3(0.9) lρ(08) 1.9(0.9)ρ<.05 ①>@  を聞く
F(2，3 19)=3.65 

11)本人が話しやすい友人を少なくともi名は同じクラスにする 319 2.0(0.8) 2.0(0.9) 2.0(0.8) 1.9(0.8) I7.S 

1) ~~1さのある子どもの{系議若か ら申 し出があった場合、入学前に rfii 317 1.5(0.8) 1.5(0.7) 1.5(0.6) 1.6{0.9) I1.S 
談を行い、本人の特性 保護者の要望などを知る機会を設ける
2)隣主?のある子どもの保識者との符l絞{土、必要とされる職員が波数
で分担し、 大事な商談には管理JfilIiも間席するようにする

317 1.7(0.8) 1.9(0.8) 1.8(0.8) 1.6(0.8) I1.S 

注)等分散性が仮定されない場合にはWe/chの検定を行ったc

質問紙の項目は、③詳において配[品、実施が難しいと回答されたIIUl[に記述した。
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研修の機会が不足していることについて 「小・中に

比べて学校全体で、の研修によって特別支援教育に触れる

機会が少なし先生方の危機感も低い(公立・①群)J， r-}~~ 

に1-2回の職員研修でーは，共通理解を持つことが難し

い(公立・③群)J と研修機会の少なさに言及した意見

がみられた。

また「発達検査を受け結果が分かった後‘ どのように

活用していいか分からず，その後の方向性が見えにくい

(公立・①群)J， iどのような文字や文章の)体裁

ならわかり やすいか，理解(教員側の力量)不足(公立・

①群)Jというように検査結果をどう支援に活かすのか

わからなかったり具体的な支援方法が知られていなかっ

たりする現状も窺えた。

パソコンやデジ力メの使用について 「ノートを取る

ことや課題提出について詑がしたのかわからないので，

パソコン使用についてはなかなか認め られない(私立 ・

③群)J， rパソコンやデジカメを持ち込んだ場合の弊害

もある。管理の問題，授業以外での私的な使用.情報保

持等(公立・②群)J， r経済的に苦しい家庭も多く.パ

ソコン?デジカ メの購入はできない(公立 ・①群)Jな

ど導入前に検討するべき多岐にわたる課題が挙げられた。

成績評価や単位認定の公平性について 「高校で個別

の対処をする ことはヲ進級(及第)判定の公平・公正さ

の確保という点で‘非常に困難さを伴う(私立・③群)J， iそ

の生徒だけ難易度を下け‘たり，提出期限を延ばすことは

その生徒のためになるとは思えない。その生徒のブライ

ドや尊厳を傷つけることになりかねないし今他の生徒か

らの不必要な誤解や，ひいきと取られる可能性もある(公

立・②群)Jなと¥ 実施に際しての懸念が述べられた。

その一方で r課題の量を減らしたり、個別のものを

用意することは，支援する体制上難しいが、本人の特性

を十分考慮し，できたところまでを認め句評価すること

は日常的に行われている(公立・②群)Jヲ「普通科にお

いて向コースに所属した場合，同じ基準で評価せねばな

らない。ただし，同じ試験実施後ヲ補助的措置として口

頭試問を行うことはできる(公立 ・②i洋)J など，でき

る範囲で柔軟な対応をしている例もあった。

社会に出るための準備を念頭に置いた指導について

社会に出た後のこと を見据えて i卒業後就i除する生徒

も多いためヲ社会に/jJた11寺に|盟らないよう，提出物は期

限を延ばすのではなく，そこの中で与えられたものをこ

なす力をつけられるよう指導している(私立・①群)J， i高

校の場合， 3年後には進学，就職を迎え社会に巣立つ時

期であり，配慮も必要であるが，スキ/レトレーニングを

して『できないことを多少なりともできる状態』 で卒業

させることが大切ではないだろうか。社会に出て十分な

配慮があるとは思えない(公立・③群)Jといった意見

もあった。

巡回相談や特別支援学校との連携について 巡回相談

や特別支援学校と連絡を取り助言を受けること について

はラ「私学に巡回システムはほぼなし (私立・③群)J， ["私

学なので(川巡回相談の役割は)相談室，scが担当(私
立 ・③群)Jラ「県で主催される研修会で特別支援学校の

先生から一般的な支援を教えてもらうこともできる(公

立・③群)J， r人的な面での対応はできるように特別

支援学校とタイアップできる環境 (連絡体制や研修機会

の設定)は， 毎年度当初に確認しである(公立 ・③群)J 

というよ うに，私立と公立で体制の違いが窺えた。 また，

「校外の相談・支援が必要な生徒はいない(公立・③群)J， 

「特別支援学校の助言に該当する生徒なし(私立・③群)J 

という意見もあった。

保護者との関わりについて 「普通高校では入試で

落ちないよ うにするため‘障害を自己申告する ことはほ

とんどない。そのため入学前に十分な準備(対応)がで

きない(公立・②群)J， i高校へ入学できたことにより，

子どもの発達障害について知られたくない?認めたくな

いと思われる保護者があり.特別支援について相談を持

ちにくい(公立・①群)J司「生徒ヲ保護者の中には『知

能検査実施キ発達障害を疑われている』という意識を持

つ人もいるため‘なかなか検査実施へと踏み込めない(公

立・①群)Jなど各時期において保護者との連携に困難

な状況があることが述べられた。

専門性のある教諭の配置と育成について i 3月中旬

の入学者選抜から新年度始業までのほんの 2-3週間の

問に人事異動もあるため司発達障害のある生徒を受け入

れることになった時に 『入学部j面談→'情報の共有→指導

への反映』 を十分に行う のは困難。障害の程度や家庭の

状況.障害や特別支援教育に詳しいスタッフが常勤でい

るかどうかによって違うのではないか(公立・③群)J， r専

門の資格を持っている教員を.授業数を大幅に軽減して

配置することが必要(公立・③群)J， i個vこ応じた適切な

支援をするためには，知識と意欲のある教員を育てて増

員してい くことが大切(公立・③群)J など，専門性を備

えた常勤教諭の必要性とその育成を訴える意見もあった。
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考察

今回の調査は， Coなど佼内でも発達障害に関する理

解が進んでいると思われる教諭へのアンケー トであった

ためか，全体として配慮の必要性得点が高く，必要性の

認識が浸透していることが窺われた。配慮実施の難易度

得点は必要性得点に比べるとぱらつきが見られ‘公立 ・

私立高校の比較では 4項目，教諭経験年数で 3区分した

比較では 5項目で有意差が見られた。 次にこれらの差の

要因について検討していく。

公立・私立高校の教諭の意識差

パソコン・デジカメ等の使用について ノー トを取る

ことの代替法と してパソコン，デジカメ等の使用を認め

ることに関して，私立は公立に比べ実施が困難だと回答

した。これは主として学校側の経済的な事情によるもの

ではないかと考えられる。近年，国公私立によらず一部

の小 ・中 -高校ではICT機器の導入が始まっているが，

自由記述で述べられたように，導入には管理や情報保持

の問題，授業以外での私的な使用の問題，家庭で購入す

る際の経済的な問題など検討が必要な課題が山積してい

る。特に私立の場合， 学校予算で機器を購入するにしても，

それは保護者が支払う学費から拠出されるものであるた

め，保護者に購入について理解を得る ことが難しい可能

性がある。つまり高校は中学までとは違い学校ごとに状

況が大きく異なるため，自校の状況に似た実践例の成果

(例えば茂， 2016)を参考にしたり，他校と情報交換を

行ったりして各学校でICT機器の導入の可否を検討し，

より多く の生徒に有識な方法を見出していく ことが求め

られる。

外部専門家の活用について 巡回相談のシステムや特

別支援学校のセンター的機能を利用して，生徒の実態把

握を深めたり助言を受けたりすることについては，公立

の方が私立より必要だと考え，実施に関しては私立が公

立よりも難しいと考えていた。

「私学に巡回システムはほぼない」との意見にもある

ように，公立が利用できる制度を必ずしも私立が利用で

きるとは限らないことや，利用できるとしてもその周知

が十分に私立になされているのか，あるいは特別支援学

校のセンター的機能では知的に遅れのない児童生徒に関

する相談も含まれていることが誤解な く伝達されている

のかな ど，私立への情報伝達について課題がある可能性

が考えられる。

私立学校を所絡する都道府県の取組に関して次のよう

な調査結果が示されている。特別支援学校のセ ンター的

機能の取組に関する状況調査(文部科学省， 2017b) に

よれば，都道府県 ・政令指定都市教育委員会の取組とし

て， wセンター的機能に関する研修を実施している』の

は47都道府県中41都道府県であるが，このうち私立学校

の教職員も研修の対象としているのは 9県のみであった。

また政令指定都市20市のうち研修実施は9r'fi，私立学校

も対象としているのは 2市にすぎなかった。したがって，

私立高校行政を担う都道府県知事部局私学:主管課等から

私立学校へさらなる情報発信が行われ，研修等の機会が

公立と同様に与えられていくことが望まれる。

保護者との面談について 「障害のある子どもの保護

者との相談は，必要とされる職員が複数で分担し，大事

な商談には管現職も同席するよう にするJは有意差があっ

たものの双方とも必要性の意識が高く (3.5-3.7点)，実

施の難易度も「やや容易J以下の範囲にあった。したがっ

てどちらのCo等も，保護者との相談は担任だけで抱え

込まずチームで対応していくことの重要性を認識してお

り?その笑施に関しでもやや容易と捉えていると考えら

れた。

しかしながら自由記述では「入試前に保護者から高校

へ障害を申告されることはほとんどなく J，入学後も学

校に知らせることを鴎践する保護者がいることが示され

た。したがって教諭側が保護者と相談したいというニー

ズを持っていても実行するのが難しいケースもあると推

測された。 今後は障害を申告したことにより入試や学校

生活で差別を受けることはなくヲ そうした障害を理由と

する差別は公立 ・私立を問わず禁じられていること(内

閣府， 2013)を保護者に啓発していく必要がある。

また入学希望者に対する学校側1]の配慮として，例えば

学校説明会の際，自校の特別支援教育に関する相談体制

の説明や相談窓口の案内をしたり， 学校パンフ レット・

ホームページ等で特別支援教育や障害がある生徒への合

理的配慮に関する自校の姿勢について知らせたりするこ

とが今後は必要であると思われる(日野 ・熊谷， 2017)。

以上のように，先行研究で示された学科間での教諭の

意識差のほか，公立と私立の教諭の間でも意識差が見受

けられることが明らかになった。高校での発達障害のあ

る生徒への配摘を考える際には， 学校種，設置者など制

度の違いも:考癒する必要がある。
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教説経験年数による意識差

担任の配震について ③群(教諭経験21年以上)は「本

人と1、目性の良い先生を担任にするJことについて，①群(教

諭経験10年以下)よりも必要性の意識が高かった。これ

は教諭経験が長いほどいろいろなケースを経験している

ことから， より強く必要悦こを感じたのではないかと批察

される。

巡回相談の利用について 巡回相談のシステムを利用

することに関して，①ll~~ゃ③群の教諭は②群(教諭経験

11-20年)よりも平均値が高く 1-やや難しいーやや容易J

の範阻の中での差ではあったが，実施が難しいと考えて

いた。その要因のーっとして，例えば①群は生徒の問題

行動について外部専門家を呼んで意見を求めることに気

持ちの上で欝陪ーがある(自分自身にまだ工夫の余地があ

るのではと考える)のかもしれない。また公立の教諭で

あっても巡回相談のシステムが地域にあるのかどうか知

らない可能性も考えられる。他1j，校内外の調整を(壬さ

れる機会の多い③群の教諭は予算や日程調整のことを考

えて専門家の派遣は難しいと感じている可能性も考えら

れる。特別支援教育に関する制度は自治体によりさまざ

まで?年々改善も進んでいることから，教諭が活用でき

る資源の詳細については引き続き周知が必要で、あると忠

jつれる。

文字種や体裁への配慮について プリントの文字種や

体裁に配慮することに関してヲ③群は①群よりも実施が

難しいと感じていた。これはパソコン技量の多寡による

ところが大きいのではないかと H!~察された。

保護者への対応と検査等の活用について ①群が③群

よりも実施の難しさを感じていたのは?保護者自身の特

性に配慮したり，保護者に支援方法について意見を聞い

たりすることう生徒の実態把握手のために検査等を活用す

ることであった。①群の教諭の多くは‘高校生の保護者

よりも年齢が若く人生経験も少ないと思われる。そのた

め，保護者への対応に苦手さを感じている教諭が多い可

能性が考えられる。臼由記述にも「特別支援について相

談を持ちにくし、J，1なかなか検査実施へと踏み込めないJ

という意見があった。

知能検査の活用については.教員への研修機会の少な

さや心理士資格保持者が i害IJ未満であることも影響しで

か， 1結果を支援に活かす方法がわからないJ，1具体的

な支援方法がわからないJという意見が①群の記述にあっ

た。高校教師は教科指導を最重視しており‘発達支援に

は関心が低い(竹本・高橋， 2011) という結果からもヲ

知能検査ラ心理検査に関する理解や具体的な支援方法の

習得に向けて高校独自の方策を考えていく必要があると

百える。

以上のように，発達障害のある生徒への配慮に関して

教諭経験年数により異なる項目で意識の相違が明らかに

なった。このことから今後は「年代別研修」を行うこと

が効果的ではないかと考えられる。その際，現状の教諭

の多忙さを考えると iヨ常業務にプラスして「年代別研修」

という時間をとるよりも.校内において日々のちょっと

した隙問時間を利用して年代間でさまざまな「教えあいJ，

「学びあしリが行われることが望ましいと思われる。生

徒数が1000人以上の大規模校では全教員の意思疎通もま

まならない状況もあるかと思われるが，校内でベテラン(③

群l，中堅(②群)，若手(①群)が各々の得意分野を活

かして意見交換や相互研修を行うことが，今後高校にお

ける発達障害のある(疑われる)生徒ヘの配慮を進める

上で、有用であると考えられる。

本研究の限界と今後の課題

本研究 に関して豊富な知識や経験が求めら

れる CO'生徒指導・教育相談担当に震問紙調査を行った。

そのため回答者の教諭経験年数が総じて高く，高校教諭

全体の意見とは異なる可能性がある。またデータ収集が

2012年と障害者差別解消法の施行以前に行われたもので

あり，現在とは意見が異なる可能性もある。

今後の課題として，広く高校教諭全般の意見を聴取し，

発達障害のある生徒への配慮について教諭の年代ごとの

課題を明らかにする必要がある。また，各年代の教諭が

今までどのような特別支援教育に関する研修を受けてき

たのかを明らかにする必要がある。さらに，本調査と同

様の項目で継続的に調査を行うことにより，障害者差別

解消法の施行により教員の意識がどのように変化したの

かを明らかにする必要がある。
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